
 

公益財団法人東京都体育協会 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が補助金交付等の財政

援助を行っている団体に対して、補助金の算定は適正に行われているか、財政援助に係る事業は

目的に沿って適切に執行されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査の対象 

 １ 監査対象団体及び局 

（１）監査対象団体 公益財団法人東京都体育協会 

（２）監査対象局  オリンピック・パラリンピック準備局 

（注）東京都組織条例の一部改正により、平成２６年１月１日付けでスポーツ振興局が改組さ

れ、オリンピック・パラリンピック準備局が設置された。 

  

２ 団体の概要 

（１）団体の概要 

公益財団法人東京都体育協会（以下「財団」という。）は、昭和１８年に設立された東京都体

育会をその前身とし、都におけるスポーツの統一組織として、スポーツを振興し、都民の体力

向上及び健康増進を図り、豊かな人間性を育み、競技スポーツを発展させることを目的として、

昭和３１年２月に財団法人化した団体である。 

なお、財団は、平成２４年４月、公益法人制度に基づき、財団法人から公益財団法人に移行

している。 

財団は、都、公益財団法人日本体育協会並びに都内の各競技団体及び区市町村体育協会など

と協力しながら、主に次の事業を行っている。 

   ア 都民体育大会及び都民生涯スポーツ大会を開催すること 

   イ 地域のスポーツ組織の基盤整備を支援すること 

   ウ 競技力の向上を図り、東京都を代表する選手や将来有望な選手を育成すること 

   エ スポーツ指導者を育成すること 

   オ 国民体育大会に選手・役員を派遣すること 

   カ スポーツ少年団をはじめ青少年スポーツを育成すること 

   キ スポーツ振興に係る事業を実施すること 

   ク スポーツ振興に関する各種表彰、研修を実施すること 
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（２）組 織 

協会は、事務所を渋谷区神南一丁目１番１号（岸記念体育会館内）に置き、役員２９名（理

事長１名、副理事長３名、専務理事１名、常任理事１名、理事２１名、監事２名）（うち非常勤

２８名）及び事務局職員２０名（うち都派遣職員８名）で構成されている。 

 

３ 都との関係 

（１）補助金の交付 

都は、財団が行うスポーツ振興事業に対して、表１に記載の要綱に基づき、補助金を交付し

ている。交付額は、平成２３年度が２億１，３４３万余円、平成２４年度が２億２３万余円で

ある。 

 

（表１）補助要綱について 

 補助要綱名（対象年度） 

1 戦力分析に基づく競技力向上戦略の策定事業補助金交付要綱  （平成２３年度・平成２４年度）

2 選手強化用備品整備費補助金交付要綱            （平成２３年度・平成２４年度）

3 第６７回国民体育大会関東ブロック大会開催準備業務に係る補助金交付要綱  （平成２３年度）

4 公益財団法人東京都体育協会に対する補助金交付要綱（注）  （平成２３年度・平成２４年度）

（注）平成２３年度：財団法人東京都体育協会に対する補助金交付要綱 

 

（２）負担金の支出 

都は、財団が行うスポーツ振興事業に対して、表２に記載の協定に基づき、負担金を支出し

ている。支出額は、平成２３年度が５億８，８５８万余円、平成２４年度が６億５，４４４万

余円である。
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（表２）協定について 

協定名（対象年度） 

１ 都民体育大会実施に関する協定書              （平成２３年度・平成２４年度）

都民体育大会及び障害者スポーツ大会の合同開会式実施準備経費に係る協定書 

（平成２３年度・平成２４年度）2 

都民体育大会及び障害者スポーツ大会の合同開会式実施経費に係る協定書   （平成２４年度）

3 都民生涯スポーツ大会実施に関する協定書          （平成２３年度・平成２４年度）

4 シニアスポーツ振興事業の実施に関する協定書               （平成２４年度）

5 ジュニア育成地域推進事業の実施に係る協定書        （平成２３年度・平成２４年度）

6 東京都ジュニアアスリート発掘・育成事業の実施に係る協定書 （平成２３年度・平成２４年度）

7 競技力向上事業に係る協定書                （平成２３年度・平成２４年度）

8 国民体育大会東京都予選会実施に係る協定書         （平成２３年度・平成２４年度）

9 被災地支援事業（被災者招待事業）実施に係る協定書     （平成２３年度・平成２４年度）

 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

平成２３年度及び平成２４年度の補助事業等について実施した。 

  

２ 実地監査期間 

 （１）オリンピック・パラリンピック準備局  平成２５年１０月１７日及び同月２５日 

（２）公益財団法人東京都体育協会      平成２５年１０月１８日から同月２４日まで 

 

第４ 監査の結果 

１ 財団の運営について 

財団が行っている補助対象事業について、総勘定元帳、伝票及び証ひょう等により、補助金の

算定は適正に行われているか、事業は適切に執行されているかについて検証した。 

その結果、別項指摘事項を除き、補助金の算定は適正に行われており、事業は財政援助の目的

に沿って適切に執行されていると認められる。 

- 67 -



 

２ 指摘事項 

（１） 団体及び局 

ア 補助金の返還を求めるべきもの 

局は、財団に対し、平成２３年度財団法人東京都体育協会に対する補助金交付要綱及び平成

２４年度公益財団法人東京都体育協会に対する補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に基づ

き、国民体育大会へ派遣する東京都選手団のユニフォームの作成費用について補助金（平成２

３年度：６１０万７，０５２円、平成２４年度：８８０万５７６円）を交付している。 

ところで、財団においてユニフォームの作成に係る補助金の実績報告について見たところ、

補助金の内訳に、トレーニングパンツの購入費用（平成２３年度：２２１万５６５円、平成  

２４年度：１８６万４，８００円）が含まれていた。 

しかしながら、ユニフォームの作成に係る補助対象は、要綱において「本部役員用スーツ・

帽子、本大会用セーター・帽子及び冬季大会用ロングコート」に限定されており、トレーニン

グパンツは補助対象に含まれていない。 

財団は、このため、トレーニングパンツの購入費用を各選手の私費負担分として、それぞれ

の所属競技団体を通じて徴収したにもかかわらず、誤って補助対象外のトレーニングパンツの

購入費用を含んだ補助金の報告を局に行った。 

また、報告を審査した局は、財団からの報告には補助対象外の費用が含まれていたにもかか

わらず、財団からの報告のとおりに補助金を交付した。 

この結果、財団は、監査日（平成２５．１０．１８）現在、表３のとおり、都からの補助金

（平成２３年度及び平成２４年度合計金額：４０７万５，３６５円）を過大に収入しており、

適正でない。 

財団は、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金の交付に係る審査を適正に行うとともに、財団に対し、補助金の返還を求めら

れたい。 

( 公益財団法人東京都体育協会 ) 

( オリンピック・パラリンピック準備局 ) 

 

（表３）ユニフォーム購入に係る補助金交付状況 

（単位：円） 

年 度   誤  （Ａ）   正  （Ｂ）   差引 （Ａ－Ｂ） 

平成２３年度 ６，１０７，０５２ ３，８９６，４８７     ２，２１０，５６５

平成２４年度 ８，８００，５７６ ６，９３５，７７６     １，８６４，８００

合 計 １４，９０７，６２８ １０，８３２，２６３     ４，０７５，３６５
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第５ 補助対象事業等の概要 

１ 財政面から見た都との関係 

平成２４年度における都からの収入は８億５，４６８万余円であり、平成２３年度（８億  

２０１万余円）と比較して、５，２６６万余円増加している。これは、補助金が１，３１９万

余円減少したものの、負担金が６，５８６万余円増加したことによるものである。 

   財団の経常収益に占める都からの収入（補助金及び負担金）は、表４のとおりである。 

   平成２４年度における経常収益に占める都からの収入の割合は９０．８％であり、平成２３年

度（９０．４％）と比較して、０．４ポイント増加している。 

 

  （表４）平成２４年度及び平成２３年度における経常収益の内訳 

（単位：千円） 

項  目 平成２４年度 平成２３年度 増（△）減 

収   入    (A) ９４１，６１１ ８８７，２４７ ５４，３６４

都からの収入     (B) 

(率)(B/A×100) 

８５４，６８５

(90.8%)

８０２，０１８ 

(90.4%) 

５２，６６６

(0.4)

補助金 ２００，２３８ ２１３，４３７ △１３，１９９ 
 

負担金 ６５４，４４６ ５８８，５８０ ６５，８６６

 

他の収入 ８６，９２６ ８５，２２８ １，６９７

支   出 ９１４，２５２ ８６４，２６２ ４９，９８９

  （注）千円未満を切り捨てているため、合計が一致しない場合がある。以下同じ。 

 

２ 事業実績 

平成２３年度及び平成２４年度における財団への補助金の交付状況及び負担金の支出状況は、

表５及び表６のとおりであり、それぞれの事業実績は、表７及び表８のとおりである。 
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（表５）補助金の交付状況 

（単位：千円）

交付金額 
補助対象事業名 

平成 23 年度 平成 24 年度 
補助率等 

1 戦力分析に基づく競技力向上戦略の策定事業 2,116 2,105 

2 選手強化用備品整備事業 3,303 5,427 

3 国民体育大会関東ブロック大会開催準備業務 2,751 － 

スポーツ振興事業 18,946 18,728 

関東ブロック
大会 

21,152 15,890 
派遣事業 

本大会 80,889 66,820 

輸送事業 2,278 3,527 

国民体育大会関
連事業（関東ブ
ロック大会、本
大会） 

小計 104,320 86,238 

管理費 82,000 87,739 

4 

項目計 205,266 192,705 

合  計 213,437 200,238 

10/10 

（事業総額から

事業の実施に伴

う収入等を差し

引いた額、予算

の範囲内） 

 

（表６）負担金の支出状況   

（単位：千円）

支出金額 
交付対象事業名 

平成 23 年度 平成 24 年度

1 都民体育大会 12,900 9,900

2 都民体育大会及び障害者スポーツ大会の合同開会式 7,500 25,000

3 都民生涯スポーツ大会 9,450 9,450

4 シニアスポーツ振興事業 － 11,317

5 ジュニア育成地域推進事業 276,897 280,125

6 東京都ジュニアアスリート発掘・育成事業 35,540 53,434

7 競技力向上事業 208,302 218,330

8 （冬季）国民体育大会東京都予選会 7,290 7,290

9 被災地支援事業（被災者招待事業） 30,700 39,600

合   計 588,581 654,446
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（表７）補助対象事業実績     

主な事業実績 
対象事業名 

平成２３年度 平成２４年度 

1 
戦力分析に基づく競技力向上

戦略の策定事業 

各競技の得点や傾向を分析し、全競技の状況をマッピングす

ることにより、競技別強化策の分類を行う事業に要した経費に

対する補助金を支出した。これらの分類を基にして、強化すべ

き重点競技を導き出し、事業費の重点強化配分を行う基礎資料

が作成された。 

2 選手強化用備品整備事業 

東京都レスリング協会に対

し、レスリング競技用マット

一式を貸与した。 

東京都体操協会に対し、新体

操マット一式を貸与した。 

3 
国民体育大会関東ブロック大

会開催準備業務 

第 67回国民体育大会関東ブ

ロック大会（平成 24 年東京都

開催）に向けた準備事務業務

に要する委託費等に対する補

助金を支出した。 

 

スポーツ振興事業 

表彰に係る事業、地域住民活動促進事業、指導者研修事業、

スポーツ少年団事業に要した経費に対する補助金をそれぞれ支

出した。 

本大会 

第 66 回大会 

開催地：茨城県

水戸市他 

32 競技

717 名派遣

第 67 回大会 

開催地：新宿区

他 

32 競技

701 名派遣

関東ブロ

ック大会 

冬季 

第 67 回大会 

開催地：栃木県

日光市 

1 競技

49 名派遣

第 68 回大会 

開催地：西東京

市、東大和市 

1 競技

49 名派遣

本大会 

第 66 回大会 

開催地：山口県

山口市他 

37 競技

662 名派遣

第 67 回大会 

開催地：岐阜県

岐阜市 

37 競技

662 名派遣

派

遣

事

業 

大会 

冬季 

第67回冬季大会

開催地：愛知県

名古屋市他 

2 競技

84 名派遣

第68回冬季大会 

開催地：渋谷区、

福島県郡山市他 

3 競技

137 名派遣

4 

国
民
体
育
大
会
関
連
事
業 

輸送事業 

（セーリング、馬術） 

第 66 回大会 

 

開催地：山口県

光市、同下関市

ヨット 2 艇

馬体 8 頭

第 67 回大会 

開催地：愛知県

蒲郡市、岐阜県

山県市 

ヨット 2 艇

馬体 8 頭
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（表８）負担金対象事業実績  

主な事業実績 
対象事業名 

平成２３年度 平成２４年度 

1 都民体育大会 

春季大会:  29 競技 13,703 名参加

夏季大会:    2 競技    495 名参加

冬季大会:    2 競技    707 名参加

春季大会:    29 競技 13,765 名参加

夏季大会:     2 競技    513 名参加

冬季大会:    2 競技    706 名参加

2 

都民体育大会及び

障害者スポーツ大

会の合同開会式 

平成 24 年度合同開会式の準備 

（注） 

平成 24 年度合同開会式の実施 

平成 25 年度合同開会式の準備 

3 
都民生涯スポーツ

大会 
17 競技 5,475 名参加 17 競技 5,557 名参加

4 
シニアスポーツ 

振興事業 
  

シニアスポーツ競技会    67 事業

講演会、講習会等      48 事業 

合計 7,677 名参加 

5 
ジュニア育成 

地域推進事業 

ジュニアスポーツ教室等 

72,931 名参加

ジュニアスポーツ教室等 

67,155 名参加

6 

東京都ジュニア 

アスリート発掘・

育成事業 

第 3期生 26 名

(選考応募総数 90 名)

第 4期生 25 名

(選考応募総数 191 名)

7 競技力向上事業 

国体候補選手強化事業  2,048 名参加

ジュニア特別強化事業  3,721 名参加

スポーツ医・科学等事業   76 名参加

国体候補選手強化事業  2,024 名参加

ジュニア特別強化事業  3,215 名参加

スポーツ医・科学等事業  141 名参加

8 

(冬季)国民体育

大会東京都予選

会 

40 競技 20,470 名参加 40 競技 24,587 名参加

9 
被災地支援事業 

（被災者招待事業）

スポーツ（招待）交流事業 

392 名参加

スポーツ観戦招待事業  370 名参加

東京マラソン 2012（10ｋｍコース）

高校生招待事業     113 名参加

スポーツ（招待）交流事業 

1,547 名参加

スポーツ観戦招待事業  172 名参加

東京マラソン 2013（10ｋｍコース）

高校生招待事業     107 名参加

（注）合同開会式：平成２４年度から実施。なお、平成２３年度は単独開催 
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